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（視　点）
　住宅ローンを個人メイン化の中֩商品と位置付ける信用金庫は多いものの、数年にわたる金利
競争の結果、採ࢉを確保しにくい状況にある。こうしたなか、業者セールスやクロスセルに力を
入れる事例、事務コストの削減で採ࢉの確保を目指す事例などが増えてきた。その一方で、住宅
ローンの金利競争から一ઢをըした、自然体の推進スタンスに切り替える地域銀行もみられるな
ど、個々の金融機関で取組み࢟にҧいが見られ始めた。今後、信用金庫は自金庫のマーケット
環境や競合状況をצ案しつつ、最適な推進策に取り組む必要があろう。
　そこで本稿では、今後の住宅ローンの推進策について先進金庫の推進手法や採ࢉ確保に向けた
ॾ施策について紹介する。

（要　旨）
⃝�平成27年度末の信用金庫の住宅ローン残高は、前期比2.�％増の16兆2,104億円となり、ି
出金残高の24.0％に達した。

⃝�信用金庫が住宅ローンを推進する目的は、①ି出金残高の積上げ、②ऩӹの獲得、③個人
顧客の囲い込み、④人ࡐの育成などである。

⃝�推進にあたっては、आ換えを含む新規セールスの強化と同時に既取引先のフォローにも注
力し、複合取引・生֔取引を実現する必要がある。

⃝�金利競争力を高めるため、営業店から住宅ローン業務をٵい上げたり、手数料をվ定し実
費を求したりする動きも活発である。
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はじめに

　住宅ローンは、期取引・低デフォルト率

の融資商品であり、1先あたり数ඦ～数ઍສ

円のआ入れが期待される。そのため、信用金

庫が5～10年後のビジネスモデル構築を検討

する上で、住宅ローンは今後も個人メイン先

の中֩商品であり続けよう。ただし、利ৌ縮

小がਂࠁな現在、推進にあたってはこれまで

以上に残高積上げと採ࢉ確保のバランス感֮

が求められることになる。そこで本稿では、

今後の住宅ローンの推進策について、先進金

庫の推進手法や採ࢉ確保に向けたॾ施策につ

いて取り上げたい。

1	．ॅϩーϯ残高の推移

（1	）残高の状況

　平成27年度末の住宅ローン残高は、前期

比2.�％、4,636億円増加の16兆2,104億円と

なった（図表1）。6年連続で前期を上回ると

ともに、աڈ最高を更新中である。17年度

末の残高と比ると、�.6％、1兆4,203億円

の増加となる。ି出金に占める住宅ローン残

高の割合（住宅ローン比率）は、؇やかな上

ঢ傾向にあり、17年度末の23.6％から27年度

末には24.0％に達する。

　27年度中の住宅ローン新規実行額は、前期

比11.4％、2,080億円増の2兆223億円となり、

17年度以来の2兆円えとなった（図表2）。

一方でঈؐ・ঈ٫額（注1）は、前期比1.�％、

302億円増加の1兆5,587億円にまで増大した。

新規実行額からঈؐ・ঈ٫額を差し引いた

4,636億円が27年度中の残高増加額となるが、

年度を通じて競合金融機関との間で激しいआ

換えセールスがల開されたと推される。

（注）1�．ঈؐ・ঈ٫額�前年度末残高ʴ当年度新規実行額�当年度末残高とした。

図表2	　৽ֹߦ࣮ن等の推移
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（備考）1�．図表1ʙ5まで他業態との合併等は考慮してい
ない。
2�．図表1ʙ5まで日本銀行『業種別ି出金調査』
より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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（2	）地۠別の状況

　27年度末の地۠別の住宅ローン残高は、

౦ւ、近ـ、関౦などの6地۠で前期比増加

し、5地۠で前期を下回った（図表3）。地۠

別の住宅ローン比率は౦ւの2�.8％からೆ

भの15.6％まで10ポイントの開きがある。

17年度末の残高と比較すると、౦ւが4割を

える増加だった一方で、࢛国、౦、ւ

ಓは2ܻの減少をࣔした。

　さらにಓݝ別の住宅ローン比率の変化

図表3	　地۠別のॅϩーϯ残高	 （単位ɿ億円、�）

地　۠
17年度末 26年度末 27年度末

ି 出 金 に�
占める割合

ି 出 金 に�
占める割合

ି 出 金 に�
占める割合

17年度末比 26年度末比
増減率 増減額 増減率 増減額

ւಓ 6,3�2 20.8� 5,576 18.0� 5,570 18.0� ˚12.8 ˚821 ˚0.1 ˚5
౦　 5,028 21.6� 4,088 18.2� 4,0�� 17.7� ˚18.4 ˚�28 0.2 11
౦　ژ 2�,312 23.7� 26,431 21.5� 26,618 20.�� ˚��.1 ˚2,6�3 0.7 186
関　౦ 2�,400 24.8� 31,405 26.0� 32,648 26.6� 11.0 3,247 3.� 1,242
　 3,�64 21.3� 3,775 23.0� 3,761 22.6� ˚5.1 ˚202 ˚0.3 ˚13
౦　ւ 2�,241 24.3� 40,113 2�.1� 41,�75 2�.8� 43.5 12,734 4.6 1,862
近　ـ 2�,564 23.7� 31,�76 23.0� 33,321 23.3� 12.7 3,756 4.2 1,344
中　国 6,781 23.1� 6,416 21.1� 6,416 20.8� ˚5.3 ˚365 ˚0.0 ˚0
国　࢛ 2,�64 27.8� 2,261 22.4� 2,228 22.2� ˚24.8 ˚736 ˚�1.4 ˚32
भ部 2,505 21.7� 2,800 23.5� 2,840 23.5� 13.3 334 1.4 40
ೆभ 2,4�� 16.3� 2,414 16.1� 2,408 15.6� ˚3.6 ˚�0 ˚0.2 ˚6
合　計 147,�01 23.6� 157,468 23.�� 162,104 24.0� �.6 14,203 2.� 4,636

（備考）ԭೄݝは合計に含む。

図表4	　ಓݝ別のॅϩーϯൺ
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をみると、27年度末の住宅ローン比率がશ国

平ۉを上回ったのは14ݝあった（図表4）。

（3	）信用金庫別の状況

　27年度中の信用金庫別の住宅ローン増減

状況は、前期比増加が161金庫（構成比

60.7％）、前期比減少は104金庫（3�.2％）と

なり、増加金庫が減少金庫を上回った。

　27年度末の信用金庫別の住宅ローン比率は、

①10％未ຬが16金庫（構成比6.0％）、②10％

以上20％未ຬが105金庫（3�.6％）、③20％

以上30％未ຬが106金庫（40.0％）、④30％

以上は38金庫（14.3％）であった（図表5）。

　17年度末の構成比と比較すると、30％以

上の信用金庫は12.6％（37金庫）から14.3％

（38金庫）へと変化がなかった。その一方

で、10％未ຬの割合が2.3％（7金庫）から

6.0％（16金庫）にഒ増した。

2	．ॅϩーϯのҐஔ͚

（1	）狙い

　信用金庫が住宅ローンを推進する目的は、

①ି出金残高の積上げ、②ऩӹの獲得、③個

人顧客の囲い込み、④人ࡐの育成などである

（図表6）。中小企業の資金ध要がり上がり

にܽけるなか、多くの信用金庫にとって住宅

ローンは、期取引かつ低デフォルト率の融

資商品であり、個人メイン化の柱と位置付け

られる。1先あたり数ඦ～数ઍສ円のआ入れ

が発生するため、ି出金残高の積上げと、そ

れに伴うି出金利ଉの獲得が期待されよう。

また、住宅ローンを個人メイン化の「きっか

け」と位置付け、複合取引・生֔取引の推進

に力を入れる信用金庫が増えつつある。これ

は住宅ローン単体の低採ࢉをクロスセルでΧ

バーする狙いが大きい。

図表6　ॅϩーϯの推進目的	

狙　　い 内　　　　　　容

ି出金残高の積上げ 住宅ローンは、期取引・低デフォルト率の融資商品であり、また一定額のआ入れ
が見込めることから残高を積み上げるのに適する。

ऩӹの獲得 融資実行によりି出金利ଉを得る。また複合取引・生֔取引を通じた૯合的なऩӹ
を獲得する。

個人顧客の囲い込み 個人メイン化の「きっかけ」商品と位置付け、クロスセルによる個人顧客の囲い込
みに活用する。

人ࡐの育成 若手渉外担当者の育成ステップや女性職員の活躍拡大のπールとして住宅ローンの
セールスを担当させる。

図表5	　信用金庫別のॅϩーϯൺ

17 26 27 （年度末）

35％以上
30％以上35％未ຬ
25％以上30％未ຬ
20％以上25％未ຬ
15％以上20％未ຬ
10％以上15％未ຬ
10％未ຬ

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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（2	）ίϞσΟテΟ化の進ల

　住宅ローンを取りרく最大の՝は、コモ

デΟテΟ化（注2）の進లに伴う金利競争の激化

である。実ࡍ、住宅金融支援機構の「2015

年度�民間住宅ローン利用者の実態調査 ʲ民

間住宅ローン利用者ฤ（rୈ2回）」では、利

用した住宅ローンをબんだ理༝として『金利

が低いこと』がѹ的であった（図表7）。

られた案件を多数の金融機関がୣい合ってݶ

いる状況下において、より多くの住宅ローン

を獲得するには、競合金融機関より低い金利

を提ࣔする手法が有効とݴえる。

　結果として住宅ローン金利は低下方向に

あり、特に日本銀行のマイナス金利政策の

開始以降、その傾向が強まっている。28年7

月現在、低金利に強みを有するネット銀行

では最優遇の変動金利が0.5％、10年ݻ定で

は1.0％を下回る水準にある。信用金庫にお

いても競合金融機関への対߅上、住宅ロー

ン金利の引下げѹ力は強く、つれて利ৌ縮

小がਂࠁである。

　住宅金融支援機構の「2015年度�民間住宅

ローンのି出動向調査結果」では、金融機関

が住宅ローンを推進する上でݒ೦する事߲と

して、『金利競争に伴う利ৌ縮小』や『中

期的な採ࢉѱ化』などऩӹ力の低下を৺配す

るが大きい（図表8）。住宅ローンの採ࢉ

ѱ化は、信用金庫ڞ通の՝となっており、

。なվળ策の実施が求められているٸૣ

図表7	　ར用ͨ͠ॅϩーϯΛબΜͩཧ༝（上Ґ1�߲目）	 （単位ɿ�）

金利が低いこと 64.6

住宅・ൢച事業者（営業マン等）にקめられたから 16.2

手数料が安かったことࡁ上返܁ 15.�

ॾ費用（融資手数料、ஂ体信用生命保険特約料など）が安かったこと 13.2

保証料が安かったこと 12.5

将来、金利が上ঢする可能性があるので、将来の返ࡁ額をあらかじめ確定しておきたかったから 11.3

から付合いやೃછみがあったからࠒ務先、取引先など、日ۈ 10.�

返ࡁ期間中の܁上返ࡁが小額から可能であること 10.8

आ入可能か൱か（৹査結果）がૣくわかったこと �.4

他のローンが利用できなかったから 6.8

（備考）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン利用者の実態調査 ʲ民間住宅ローン利用者ฤ （rୈ2回）』より信金
中央金庫�地域・中小企業研究所作成
2�．調査対象は、平成27年7～10月に民間住宅ローンをआり入れた1,03�件

（注）2�．൚用品化。類ࣅの商品の機能・品質に差がなくなり、どれをങっても同じだから安い方がよい状態のこと。

図表8	　金融ػ関͕ݒ೦͢るॅϩーϯのϦスΫ

返ࡁཤྺデータ整備
A-M理のࠔ難さ

ି引当金の増加によるऩӹѹ迫
金利下降ہ面における܁上返ࡁの増加

担保Ձの下མ
低によるԆ増加ؾܠ

金利上ঢہ面におけるԆ増加
中期的な採ࢉѱ化
他機関へのआ換

金利競争に伴う利ৌ縮小

0 50
（％）
100

（備考�）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン
のି出動向調査結果』より信金中央金庫�地域・中
小企業研究所作成
2�．調査対象は、ࢢ銀行などを含む306金融機関
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3	．地域ۜߦの動

　住宅ローン獲得に向けた金利競争が激化す

るなか、ここにきて地域銀行の間で住宅ロー

ンの取組み࢟に変化が現れ始めた。27年

度末の国内銀行の住宅ローン残高は、前期比

1.�％、2兆2,354億円増加の118兆6,002億円

に達した（図表�）（注3）。�年連続で前期を上

回ると同時にաڈ最高を更新中である。

　新規実行額およびঈؐ・ঈ٫額の関係をみ

ると、27年度中の新規実行額は前期比0.1％減

の13兆�,477億円となり、2年連続で前期比減

少した（図表1�）。また、ঈؐ・ঈ٫額をみ

ると、前期比5.0％増の11兆7,123億円となっ

ており、新規実行額の伸びみとঈؐ・ঈ٫

額の増加が残高増のಷ化要Ҽとみられる。

　これまで多くの地域銀行は、あるఔ度の採

を度外視してでも住宅ローンのϘリューϜࢉ

を求してきた。とݴうのも、住宅ローンは

30～40代の資産ܗ成層を囲い込むのに有効な

商品であり、給振口座・家計のܾࡁ口座など

の基盤取引に加え、クレジットΧードやΧード

ローンさらには資信ୗなどのクロスセルが

見込めたからである。また、ି出金のϘ

リューϜ拡大によって、①スケールメリットを

求、②利回り低下による減ӹ要Ҽを残高増

による増ӹ要Ҽでٵऩ、できたことも大きい。

　地域銀行は、囲い込みが見込める個人メイ

ン先への住宅ローンセールスを強化する一方

で、26年ࠒよりա度な金利競争からڑを

置き始めた。とݴうのも、地域銀行各行はऩ

ӹ性のվળが求められており、そのためにも

大企業向けのシンジケートローンや地公体向

けି出といった入ࡳ案件、さらには低採ࢉの

住宅ローン案件のૣٸな見直しが不可ܽと

なっているからである。特に中小企業向けି

図表1�	　ࠃۜߦの৽ֹߦ࣮ن等の推移図表�	　ࠃۜߦのॅϩーϯ残高の推移
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（備考�）図表�・1�とも日本銀行『業種別ି出金調査』より信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）3�．業種別ି出金調査では、ࢢ銀行、地方銀行、ୈ二地銀などからなる国内銀行で集計されている。
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出が回෮傾向にある大手の地域銀行では、住

宅ローンのఫ退基準を໌確にし、一定水準を

える金利引下げには応じなくなってきた。

4	．ઌ進金庫の推進手法

　住宅ローンの利ৌ縮小への対応策として、

信用金庫はこれまで以上に住宅ローン残高の

積上げと採ࢉの確保（ऩӹ性の維持）のཱ྆

を意ࣝしたセールス活動に取り組む必要があ

る。推進にあたっては、आ換えを含む新規

セールスの強化と同時に既取引先のフォロー

にも注力し、複合取引・生֔取引を実現する

必要がある。

　以下では、先進金庫へのヒアリング内容な

どを参考に、効果的な住宅ローンの推進手法

を紹介したい。推進にあたって検討すき߲

目は、①)1の内容充実、②新規セールス・

आ換えセールスの併進、③複合取引のపఈ

（顧客の囲い込み）、④既取引先へのフォロー

（生֔取引の実現）などがある（図表11）。

（1	）)1の༰ॆ࣮

　住宅ローン推進のための施策のୈ一に「)1

の内容充実」をあげる意見があった。顧客が

住宅ローンのआ入先を検討するࡍ、ネットで

情報ऩ集し、「目」を付ける行ҝは一般的と

なっている。そのため信用金庫の)1がӾཡし

にくいデザインだったり、住宅ローンの情報

（商品֓要や優遇金利など）がしかったりし

たら、顧客はその時点でआ入先の検討対象か

ら当該信用金庫をআ外する可能性もある。外

部コンサルを入れたશ面的な̝̥վ定に乗り

出す事例もみられるが、先ずは自金庫の担当

者が出来る範囲での情報提供・更新から着手

した方が無難であろう。関連して、顧客を)1

に༠導するため、4&0対策（注4）の実施のほか、

トップը面のデザインを2ि間～1か月間ִで

変更する事例や、占いコーナーを設けるなど

のをڽらす事例もある。

　最近、ネットを介した住宅ローンのਃ込み

スキーϜに期待が集まっている。非対面取引

図表11	　主な推進手法	

)1の内容充実
顧客はआ入先を検討するࡍ、先ずはネット（)1）で情報をऩ集するのが
一般的となっている。顧客の検討のબࢶからআ外されないためにも)1
վֵを実施し、コンテンπを充実させる。

新規セールス・आ換えセールスの併進
新築件のߪ入に伴う住宅ローンセールスでは業者との接点強化が不可ܽ
である。一方、आ換えセールスについてはマスセールスが効果的なので、
ターゲットによって推進方法を変更する。

複合取引のపఈ（顧客の囲い込み）
住宅ローン実行に併せて、給振口座などの基盤取引やΧードローンܖ約と
いったクロスセルをపఈする。顧客を囲い込むことで、個人（または世
帯）から得られるऩӹを極大化させる。

既取引先へのフォロー（生֔取引の実現）
競合金融機関からのआ換えセールスを防止するため、既取引先のフォロー
に取り組む。関係を構築することで、競合金融機関へのआ換え防止のため
の金利引下げもݶ定的となろう。

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）4�．検ࡧΤンジン最適化
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をબする顧客との接点を確保するためにも

)1の内容充実は前提件となるので、取組

みの活発化が求められよう。

（2	）৽نセールス・आえセールスのซ進

　住宅ローンを推進するうえで、①新築件

をߪ入する先へのアプローチ（新規セールス）

と、②すでに競合金融機関で住宅ローンをआ

り入れている先へのアプローチ（आ換えセー

ルス）とでは異なる推進手法が有効とされる。

①৽نセールスの推進

　顧客は、住宅ローンをआり入れるࡍ、ハウ

スメーΧーの営業マンから得た情報を重視す

る（図表12）。そのため、信用金庫が新築

件の住宅ローンを獲得するには、個人顧客へ

のセールスよりハウスメーΧーに対する「業

者セールス」の方が有効とされる。信用金庫

の渉外担当者はハウスメーΧーの営業マンと

リレーションを構築し、案件紹介時の優先ॱ

位を高めさせる努力をっている。時には営

業マンから対応の難しい案件の相談に応じる

ことがあるそうだ。

　なお、ハウスメーΧーからの紹介案件が自

店のテリトリーと一கするとはݶらないた

め、大手企業へのセールスは本部の専担者

が、地場の務店などへのセールスは営業店

が、それͧれ担当する事例もある。

　また住宅ߪ入前のજ在顧客にアプローチす

るため、「住宅友の会」を組৫化する動きがあ

る（図表13）。定期的な情報提供のほか、各

種相談会・現地視会で顧客との密着度を高

め、住宅ローンのܖ約を༠導する。特に信用

金庫と地域との密着度が強く、ݐށてが多い

地方部においては有効な手段との意見もある。

②आえセールスの࣮ࢪ

　आ換えセールスではマスセールスが威力を

発揮しやすい。新ฉં込み広ࠂやポステΟン

グと休日・間相談会を組み合わせ、現在の

住宅ローンに不ຬのある顧客を۷りىこす。

地域銀行がۤ手とするきめ細かいローラー営

業でआ換え案件を獲得する手もある。आ換え

図表12	　ར用ͨ͠ॅϩーϯܾ定にͯ͠ࡍ Өڹ
͕େ͖͔ͬͨഔ体等（上Ґ߲目）

	 （単位ɿ�）

住宅・ൢച事業者
（営業マン、店಄、営業所など） 30.4

金融機関（店಄、相談コーナーなど） 14.3

インターネット 10.4

クチコミ 7.0

務先（利ް生、職員向けઆ໌会など）ۈ 5.7

（備考）1�．住宅金融支援機構『2015年度�民間住宅ローン
利用者の実態調査 ʲ民間住宅ローン利用者ฤʳ
（ୈ2回）』より信金中央金庫�地域・中小企業研究
所作成
2�．調査対象は、平成27年7～10月に民間住宅ロー
ンをआり入れた1,03�件

図表13	　ॅ༑の会のೖ会特య（例）

◦�入会金および年会費は無料

ガイドブック等の贈呈（年1回）、ࢠ�◦

◦�家りセミナー、੫務相談会、住宅ローン
相談会の開催

◦�現地視会の開催、マッチング会の開催

◦�住宅ローンの金利優遇

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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ではクチコミが重要な情報ݯになるので、आ

換え専用の住宅ローン商品を開発し、集合住

宅でҶづるࣜに案件を獲得した事例がみられ

たほか、ヒット率を高めるため、入ډから一

定期間が経աした集合住宅や新ڵ住宅֗を集

中的にセールスしている事例もある。

（3	）ෳ߹औҾのపఈ（顧客の囲い込み）

　地元における顧客数がݶられる以上、1人

（または1世帯）の顧客に可能なݶり多くの商

品・サービスをクロスセルし、囲い込んでいく

必要がある。特に人口減少がஶしい地域にお

いては複合取引が不可ܽとなろう。

　住宅ローンの商品内容をみると、給振口座や

家計のܾࡁ口座の指定、クレジットΧードおよ

びΧードローンのܖ約などをポイント化し、優

遇金利の適用件とする方ࣜが一般的である。

そのࡍ、୭でも最優遇を受けやすい商品設計

にするのではなく、自金庫としてਂߞしたい

߲目のポイントを高める必要がある。また、定

期的にポイントの内容を見直すことも不可ܽ

だろう。Χードローンなどのクロスセルのࡍに

は、『住宅ローンの優遇金利の件だからとり

あえずܖ約して下さい』ではなく、『ٸにお金

が必要になった時、このΧードを使って下さ

い』と೦ԡしし、残高の積上げに成ޭした事

例もあった。

化ڧऔҾઌのフΥϩーط（4）

　住宅ローンの新規実行額およびঈؐ・ঈ٫

額の関係のとおり、競合金融機関のݞ代わり

は不可ܽである。住宅ローン利߅への対߈

用者（実ݖ者）は、一般に平日ன間の面談が

難しく、また口座引引མしによるローン返ࡁを

、りݶがらないࡁଇとする。そのため、返ݪ

既取引先へのフォローをଵりやすく、結果と

してある日ಥ然、܁上げ返ࡁのਃし出を受け

るケースもあるだろう。また、競合金融機関

にݞ代わりされないまでも既存の住宅ローン

の金利引下げを迫られるケースもあるだろう。

　だからこそ、住宅ローンの推進にあたって

は新規の実行にかり目を向けず、既取引先

のフォローにも注力する必要がある（図表14）。

　%Mૹ付やిセールス、休日・間の予

約面談などを通じて顧客との接点を確保す

る。年に1回、既取引先の取引振りをリスト

アップし、加のクロスセルを営業店に指ࣔ

している事例もある。また、住宅ローン新規

実行時に定期積金や定時定額の資信ୗを進

め、フォローに活用している事例もある。住

宅ߪ入から3年後に自家用ंをങい換えたく

なる顧客がみられるので、3年ֻ込みの定期

積金を、さらに3年後にはΧーローンをקめ

る渉外担当者のがあった。

図表14	　طऔҾઌフΥϩーにࢪ͚ͨ策（例）

◦�定期的（年1回）に取引振りを営業店に
ؐ元し、新たなクロスセルに活用

◦�年に1回、感謝の%Mをૹ付

◦誕生日にプレゼントの贈呈　　　　　　

◦�定期積金、定時定額の資信ୗを推進

◦�目ඪ設定に取引維持をり込む

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成
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策ࢪ確保のͨめのॾࢉ࠾．	5

　信用金庫は銀行のようなスケールメリット

をڗ受しにくく、また住宅ローンの金利水準

も高めに位置する。そこで、信用金庫は住宅

ローンのऩӹ意ࣝを持ち、単体での採ࢉ確保

にも取り組む必要がある。

（1）ϩーϯセϯλーの開設

　近年、営業店から住宅ローンや消費者ローン

業務をٵい上げるため、ローンセンターを開設す

る信用金庫がみられる（図表15）（注5）。個々の営

業店が住宅ローンの৹査や手続きを行うのでは

なく、集約することでスケールメリットを求す

るものだ。同時に業者セールスの૭口をローンセ

ンターに一本化すれハウスメーΧーの営業マ

ンへの高度な提案が可能となるし、渉外担当者

の活動のࡨ૰を解消する効果も見込まれる。

（2）手ྉのվ定

　住宅ローン金利のվ定（引下げ）に併せて手

数料体ܥを見直す動きも活発である（図表16）。

ି出金利ଉによるऩӹの確保が難しくなって

いる以上、৹査など個々の業務をύーπ͝と

に分解し、実費を求する必要がある。競合

金融機関の手数料体ܥを参考にしつつ、①自

金庫の手数料水準を競合金融機関と同水準ま

で引上げ、②自金庫で未設定の߲目があった

ら新設、などが行われている。不動産担保調

査手数料を競合金融機関ฒみに引き上げるこ

図表16	　手ྉのվ定（例）

◦�不動産担保調査手数料のվ定（金額の引
上げ、営業地域外の調査手数料の引上げ）

◦�営業地域外（ԕִ地など）の不動産担保
調査時に別్実費を求

◦�期ݶ前શ額܁上手数料のվ定（金額の引
上げ）

◦�一部܁上返ࡁ手数料のվ定（金額の引上げ）

（備考）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

図表15	　ϩーϯセϯλーの開設目的

営業ྗのڧ化
（Ҋ݅の獲得）

のू中化ࣄ
（ίストݮ）

営業店の職員および事務機ث等の削減（再配置）

事務ミスの防止、Φペレーショナルリスクのܰ減

事務の集約によるスケールメリットの求

営業店では難しい休日等の相談૭口の確保

専門スタッフによる高度な提案の実施（業者向け含む）

営業店が事業性融資に専೦するための時間೧出

（備考�）信金中央金庫�地域・中小企業研究所作成

（注）5�．詳しくは、信金中金月報2015年8月増刊号『住宅ローン推進のためのローンセンター開設について』（2015年8月）を参র
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とで、年間数ઍສ円からの手数料ऩ入の増加を

見込む事例もある。

おわりに

　ここ数年、金融機関の間で『住宅ローンは

本当にかるのかʁ』といったٞ論が続いて

いる。利ৌに注目すれ住宅ローンの採ࢉは

քに近づいており、個別案件の中には得らݶ

れるି出金利ଉでコストをえないケースも

あるだろう。

　営業Τリアがݶられる信用金庫の場合、単७

な採ࢉだけで住宅ローンへの取組み࢟を変更

することは難しいだろう。先進金庫が取り組む

ように、複合取引・生֔取引などの囲い込みを

図るなかで、૯合的なऩӹを確保していく必要

がある。信用金庫は自金庫のマーケット環境や

競合状態を考慮しつつ、最適な住宅ローンに取

り組んでいく必要があろう。
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